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北九州市訓令第４号

                             庁中一般

北九州市副市長以下専決規程及び北九州市事業所長等専決規程の一部を改正

する訓令を次のように定める。

平成２９年３月３１日

北九州市長 北 橋 健 治

北九州市副市長以下専決規程及び北九州市事業所長等専決規程の

一部を改正する訓令

（北九州市副市長以下専決規程の一部改正）

第１条 北九州市副市長以下専決規程（昭和４３年北九州市訓令第１０号）の

一部を次のように改正する。

  第３条第１項中「、別表第２の２の表」を「別表第２の２の表を除き、ア

ジア低炭素化センター担当部長及びアジア低炭素化センター担当課長にあっ

ては別表第２の１の表」に改める。

                          「債権管理室長

別表第１の部長の欄中「大規模大会誘致推進室長」を 大規模大会誘致推

                           先進的介護システ

進室長   に、「新成長戦略推進室長」を「アジア低炭素化センター担当

 ム推進室長」

                            「地方創生推進

                             債権管理室次

                   「先進的介護システム推進室次長

   に、「障害者就労支援室長」を 障害者就労支援室長

                  アジア低炭素化センター担当課長

                「特別支援教育相談センター所長

  に、           を 教育センター所長       に改め

 」               学力・体力向上推進室次長  」

 る。

別表第３の５の表の税務部長の項第２号中「及び税外債権徴収事務（国民

健康保険料、介護保険料及び保育所の保護者負担金に係るものに限る。）」

を削り、同表中「徴収企画課長」を「収税課長」に改める。

別表第３の７の表の局長の項第４２号中「指定検査機関への食鳥検査の委

任」を「指定検査機関の指定」に改め、同項第４３号中「第２８条第２項の

規定による指定検査機関の食鳥検査の業務規程の変更に係る意見」を「第３

部長」に改め、同表の課長の欄中「地方創生推進室次長」を

室次長

 長  」

「権限移譲準備室長

教育センター所長」
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３条の規定による指定検査機関の指定の取消し等」に改め、同項中第４４号

から第４６号までを削り、第４７号を第４４号とし、第４８号から第９２号

までを３号ずつ繰り上げ、同項の次に次のように加える。

総 務 部 長  （ １ ）  中 国 残 留 邦 人 等 の 円 滑 な 帰 国 の 促 進 並 び に 永 住

帰 国 し た 中 国 残 留 邦 人 等 及 び 特 定 配 偶 者 の 自 立 の 支 援

に 関 す る 法 律 （ 平 成 ６ 年 法 律 第 ３ ０ 号 ） の 規 定 に よ る

扶 助 費 等 の 支 出 、 戻 入 、 返 還 、 徴 収 等  

 別表第３の７の表の地域福祉部長の項中第２号を削り、第３号を第２号と

し、第４号から第６号までを１号ずつ繰り上げ、同表の保健衛生部長の項に

次の１０号を加える。

（４） 食鳥処理の事業の規制及び食鳥検査に関する法律第２３条の規定

による指定検査機関の指定の公示等

（５） 食鳥処理の事業の規制及び食鳥検査に関する法律第２５条第３項

の規定による指定検査機関の食鳥検査の実施に係る報告の徴収

（６） 食鳥処理の事業の規制及び食鳥検査に関する法律第２６条の規定

による指定検査機関の役員等の選任及び解任の認可等

（７） 食鳥処理の事業の規制及び食鳥検査に関する法律第２８条の規定

による指定検査機関の業務規程の認可等

（８） 食鳥処理の事業の規制及び食鳥検査に関する法律第２９条の規定

による指定検査機関の事業計画の認可等

（９） 食鳥処理の事業の規制及び食鳥検査に関する法律第３１条の規定

による指定検査機関に対する監督命令

（１０） 食鳥処理の事業の規制及び食鳥検査に関する法律第３２条の規

定による指定検査機関の業務の休廃止の許可等

（１１） 食鳥処理の事業の規制及び食鳥検査に関する法律第３７条第２

項の規定による指定検査機関の食鳥検査の業務又は経理の状況に係る報

告の徴収

（１２） 食鳥処理の事業の規制及び食鳥検査に関する法律第３８条第２

項の規定による指定検査機関に対する立入検査

（１３） 福岡県食品の安全・安心の確保に関する条例（平成２８年福岡

県条例第３９号）第１７条第３項の規定による報告の内容の公表

別表第３の７の表の保健所担当部長の項中第２７号及び第２８号を削り、

第２９号を第２７号とし、第３０号を削り、第３１号を第２８号とし、第３

２号から第５９号までを３号ずつ繰り上げ、同表の東部生活衛生課長及び西

部生活衛生課長の項に次の１号を加える。

（９） 福岡県食品の安全・安心の確保に関する条例第１７条第４項の規
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定による指導

別表第３の７の表の食品監視検査課長の項を削る。

別表第３の１４の表の予防部長の項中第３０号を第５７号とし、第２１号

から第２９号までを２７号ずつ繰り下げ、第２０号の次に次の２７号を加え

る。

（２１） 火薬類取締法（昭和２５年法律第１４９号）第３条の規定によ

る製造業の許可

（２２） 火薬類取締法第５条の規定による販売営業の許可

（２３） 火薬類取締法第８条及び第４４条の規定による製造業又は販売

営業の許可の取消し

（２４） 火薬類取締法第９条第３項の規定による命令

（２５） 火薬類取締法第１０条第１項の規定による製造施設等の変更の

許可

（２６） 火薬類取締法第１１条第３項の規定による命令

（２７） 火薬類取締法第１２条第１項の規定による火薬庫設置等の許可

（２８） 火薬類取締法第１３条ただし書の規定による火薬庫の所有又は

占有をしないことの許可

（２９） 火薬類取締法第１４条第２項の規定による命令

（３０） 火薬類取締法第１５条第１項の規定による完成検査

（３１） 火薬類取締法第１７条第１項の規定による火薬類の譲渡又は譲

受の許可

（３２） 火薬類取締法第１７条第３項の規定による火薬類の譲渡又は譲

受の許可の取消し

（３３） 火薬類取締法第２４条第１項の規定による輸入の許可

（３４） 火薬類取締法第２５条第１項の規定による消費の許可

（３５） 火薬類取締法第２５条第３項の規定による消費の許可の取消し 

（３６） 火薬類取締法第２７条第１項の規定による廃棄の許可

（３７） 火薬類取締法第２８条第１項の規定による危害予防規程の認可

（３８） 火薬類取締法第２８条第４項の規定による危害予防規程の変更

命令 

（３９） 火薬類取締法第２９条第１項の規定による保安教育計画の認可

（４０） 火薬類取締法第２９条第４項の規定による保安教育計画を定め

るべき者の指定

（４１） 火薬類取締法第３４条の規定による製造保安責任者等の解任命

令 
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（４２） 火薬類取締法第３５条第１項の規定による保安検査

（４３） 火薬類取締法第３６条第２項の規定による安定度試験の実施命

令 

（４４） 火薬類取締法第４３条の規定による立入検査等

（４５） 火薬類取締法第４４条の規定による事業停止命令

（４６） 火薬類取締法第４５条の規定による緊急措置等

（４７） 火薬類取締法施行規則（昭和２５年通商産業省令第８８号）第

１５条第１項の規定による安全な場所の指示

別表第３の１４の表の規制課長の項中第９号を第１４号とし、第８号を第

１３号とし、第７号を第１２号とし、第６号の次に次の５号を加える。

（７） 火薬類取締法第１７条第７項の規定による譲渡許可証又は譲受許

可証の記載事項の書換

（８） 火薬類取締法第１７条第８項の規定による譲渡許可証又は譲受許

可証の再交付 

（９） 火薬類取締法第５２条の規定による意見の聴取、通報、措置の要

請の受理、通報の受理及び報告

（１０） 火薬類取締法施行令（昭和２５年政令第３２３号）第２条の規

定による譲渡許可証又は譲受許可証の返納   

（１１） 火薬類取締法施行令第１４条の規定による公安委員会等への通

報 

別表第３の１４の表中「警防部警防課長」を「警防部消防団・市民防災課

長」に改める。

別表第３の１５の表の小学校、中学校及び特別支援学校の校長並びに幼稚

園の園長の項第１号中「市費負担職員」を「幼稚園、小学校、中学校及び特

別支援学校の職員」に改める。

 （北九州市事業所長等専決規程の一部改正）

第２条 北九州市事業所長等専決規程（昭和４３年北九州市訓令第１２号）の

一部を次のように改正する。

 別表第２の２の表の所長の項第２号中「、国民健康保険料、介護保険料及

び保育所の保護者負担金（以下「市税等」という。）」を削り、同表の納税

課長の項各号中「市税等」を「市税」に改める。

別表第２の１４の表を削り、別表第２の１３の表を別表第２の１４の表と

し、別表第２の１０の表から別表第２の１２の表までを１表ずつ繰り下げ、

別表第２の９の表の次に次の１表を加える。

  １０ 保健環境研究所に関する事項
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付 則

 （施行期日）

１ この訓令は、平成２９年４月１日から施行する。

 （経過措置）

２ 第２条の規定による改正前の北九州市事業所長等専決規程別表第２の２の

表の所長の項第２号及び同表の納税課長の項第１号に規定する専決事項（平

成２９年３月３１日において東部市税事務所又は西部市税事務所の所管に属

するもので、市長が指定するものに限る。以下「市税等」という。）につい

ては、当分の間、第１条の規定による改正後の北九州市副市長以下専決規程

別表第３の５の表の規定にかかわらず、次の表のとおりとする。

専決権者 専決事項

債権管理室長 １件２万円を超える市税等に係る延滞金の減免

債権管理室次長 １件２万円以下の市税等に係る延滞金の減免

専決権者 専決事項

次長 （１） １件５０万円以下の試験検査用の試薬、消耗器材

及び機器の購入、修繕等の契約及び検収

7



北九州市告示第１４８号 

 地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）第１５８条第１項及び北九州

市会計規則（昭和３９年北九州市規則第４９号）第４０条第１項の規定により

、第二次北九州市食育推進計画の売払代金の収納事務を次のとおり委託した。 

  平成２９年４月７日 

北九州市長 北 橋 健 治   

受  託  者 
委 託 期 間 

名   称 住   所 

株式会社井筒屋 北九州市小倉北区船場

町１番１号 

平成２９年４月１日か

ら平成３０年３月３１

日まで 
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北九州市告示第１４９号 

 地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）第１５８条第１項及び北九州

市会計規則（昭和３９年北九州市規則第４９号）第４０条第１項の規定により

、元気発進！子どもプラン（第２次計画）の売払代金の収納事務を次のとおり

委託した。 

  平成２９年４月７日 

北九州市長 北 橋 健 治   

受  託  者 
委 託 期 間 

名   称 住   所 

株式会社井筒屋 北九州市小倉北区船場

町１番１号 

平成２９年４月１日か

ら平成３０年３月３１

日まで 
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北九州市告示第１５０号

 地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）第１５８条第１項及び北九州

市会計規則（昭和３９年北九州市規則第４９号）第４０条第１項の規定により

、北九州市立文学館刊行物の売払代金の収納事務を次のとおり委託した。

  平成２９年４月７日

北九州市長 北 橋 健 治

受  託  者
委 託 期 間

名   称 住   所

株式会社積文館書

店

福岡市南区大楠二丁目

２３番５号

平成２９年４月１日

から平成３０年３月

３１日まで
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北九州市告示第１５１号 

 地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）第１５８条第１項及び北九州

市会計規則（昭和３９年北九州市規則第４９号）第４０条第１項の規定により

、北九州市健康づくり推進プランの売払代金の収納事務を次のとおり委託した

。 

  平成２９年４月７日 

北九州市長 北 橋 健 治   

受  託  者 
委 託 期 間 

名   称 住   所 

株式会社井筒屋 北九州市小倉北区船場

町１番１号 

平成２９年４月１日か

ら平成３０年３月３１

日まで 
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北九州市告示第１５３号 

 地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）第１５８条第１項及び北九州

市会計規則（昭和３９年北九州市規則第４９号）第４０条第１項の規定により

、北九州市立長崎街道木屋瀬宿記念館における陳列品の観覧料の徴収事務及び

物品売払代金の収納事務を次のとおり委託した。 

  平成２９年４月７日 

北九州市長 北 橋 健 治   

受  託  者 
委 託 期 間 

名   称 住   所 

北九州市立長崎街道木

屋瀬宿記念館運営協議

会 

理事長 山田靖 

北九州市八幡西区木屋

瀬三丁目１６番２６号 

平成２９年４月１日か

ら平成３０年３月３１

日まで 
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北九州市告示第１５４号 

 地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）第１５８条第１項及び北九州

市会計規則（昭和３９年北九州市規則第４９号）第４０条第１項の規定により

、北九州市基本図、北九州市地形図及び北九州広域都市計画総括図の売払代金

の収納事務を次のとおり委託した。

  平成２９年４月７日 

                    北九州市長 北 橋 健 治   

受  託    者 
 委  託  期  間 

名  称 住  所 

株式会社井筒屋 北九州市小倉北区船場

町１番１号 

平成２９年４月１日か

ら平成３０年３月３１

日まで 

条 例
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北九州市告示第１５５号 

地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）第１５８条第１項及び北九州 

市会計規則（昭和３９年北九州市規則第４９号）第４０条第１項の規定により 

、北九州市立夜間・休日急患センター、北九州市立門司休日急患診療所及び北

九州市立若松休日急患診療所における使用料及び手数料の徴収事務を次のとお

り委託した。 

  平成２９年４月７日 

                    北九州市長 北 橋 健 治   

受 託 者 委 託 期 間

名 称 住 所

有限会社医療事務

研究会

北九州市小倉北区浅野三丁

目８番１号

平成２９年４月１日か

ら平成３０年３月３１

日まで
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北九州市告示第１５６号

 国際航海船舶及び国際港湾施設の保安の確保等に関する法律（平成１６年法

律第３１号。以下「法」という。）第３７条の規定により、北九州市が管理す

る立入制限区域を指定したので告示する。

平成２９年４月７日 

北九州市長 北 橋 健 治

１ 立入制限区域の名称

 三菱化学合成２号桟橋 

２ 立入制限区域の区域図

別紙のとおり。ただし、法第２条第１項の国際航海船舶が利用する時間帯

以外はこの限りではない。 

３ 立入制限区域の指定年月日 

  平成２９年３月２７日
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別紙 

 三菱化学合成２号桟橋立入制限区域 

水 域  

立入制限区域
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北九州市告示第１５７号 

 地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）第１５８条第１項及び北九州

市会計規則（昭和３９年北九州市規則第４９号）第４０条第１項の規定により

、北九州市立商工貿易会館における使用料の徴収事務を次のとおり委託した。 

  平成２９年４月７日 

北九州市長 北 橋 健 治   

受  託  者 
委 託 期 間 

名   称 住   所 

北九州商工会議所 北九州市小倉北区紺屋

町１３番１号 

平成２９年４月１日か

ら平成３０年３月３１

日まで 
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北九州市公告第２３８号 

 福岡県知事から北九州広域都市計画下水道事業北九州公共下水道の事業計画

変更の認可に係る図書の写しの送付を受けたので、都市計画法（昭和４３年法

律第１００号）第６３条第２項において準用する同法第６２条第２項の規定に

より、これを北九州市上下水道局下水道部下水道計画課において公衆の縦覧に

供する。 

  平成２９年４月７日 

北九州市長 北 橋 健 治 
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北九州市公告第２３９号 

北九州広域都市計画下水道事業北九州公共下水道の事業計画変更の認可の告

示（平成２７年福岡県告示第９５９号）があったので、都市計画法（昭和４３

年法律第１００号）第６６条の規定により、次のとおり公告する。 

  平成２９年４月７日 

北九州市長 北 橋 健 治 

１ 都市計画事業の種類 

  下水道事業 

２ 都市計画事業の名称及び事業地の所在 

名  称 所    在 

 北九州公共下水道 北九州市小倉北区新高田二丁目の一部並びに北九州

市若松区二島五丁目及び二島六丁目の各一部 

３ 施行者の名称 

  北九州市 

４ 事務所の所在地 

北九州市小倉北区大手町１番１号 

北九州市上下水道局下水道部下水道計画課 

なお、事業地の詳細については、本事業に関する図書を北九州市上下水道

局下水道部下水道計画課において縦覧に供している。 
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北九州市公告第２４０号 

 地方公共団体の物品等又は特定役務の調達手続の特例を定める政令（平成７

年政令第３７２号）第４条に規定する特定調達契約につき、落札者を決定した

ので、北九州市物品等又は特定役務の調達手続の特例を定める規則（平成７年

北九州市規則第７８号）第１２条第１項の規定により次のとおり公告する。 

  平成２９年４月７日 

                    北九州市長 北 橋 健 治   

１ 特定役務の名称及び数量 

  北九州市新門司工場電力供給 一式 

２ この公告に係る契約に関する事務を担当する主管課の名称及び所在地 

  北九州市環境局循環社会推進部施設課 

  北九州市小倉北区城内１番１号 

３ 落札者を決定した日 

  平成２９年２月２３日 

４ 落札者の名称及び住所 

  丸紅新電力株式会社 

  東京都中央区日本橋二丁目 7 番 1 号 

５ 落札金額 

  ２，０９５万９，２０５円 

６ 契約の相手方を決定した手続 

  一般競争入札 

７ 一般競争入札の公告をした日 

  平成２９年１月４日 

８ 落札方式 

  最低価格による。 
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北九州市公告第２４１号 

 地方公共団体の物品等又は特定役務の調達手続の特例を定める政令（平成７

年政令第３７２号）第４条に規定する特定調達契約につき、落札者を決定した

ので、北九州市物品等又は特定役務の調達手続の特例を定める規則（平成７年

北九州市規則第７８号）第１２条第１項の規定により次のとおり公告する。 

  平成２９年４月７日 

                    北九州市長 北 橋 健 治   

１ 特定役務の名称及び数量 

  北九州市皇后崎工場電力供給 一式 

２ この公告に係る契約に関する事務を担当する主管課の名称及び所在地 

  北九州市環境局循環社会推進部施設課 

  北九州市小倉北区城内１番１号 

３ 落札者を決定した日 

  平成２９年２月２３日 

４ 落札者の名称及び住所 

  丸紅新電力株式会社 

  東京都中央区日本橋二丁目７番１号 

５ 落札金額 

  ４，０９８万９，８１８円 

６ 契約の相手方を決定した手続 

  一般競争入札 

７ 一般競争入札の公告をした日 

  平成２９年１月４日 

８ 落札方式 

  最低価格による。 
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